
令和４年度障がい者の短時間雇用促進モデル事業業務委託仕様書 

 

 

１ 委託業務名 

令和４年度障がい者の短時間雇用促進モデル事業業務委託 

 

２ 本事業の目的 

  障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）は、企業が雇用する労

働者数に応じて障がい者を雇用する障がい者雇用率（以下「法定雇用率」という。）を定

めています。 

法定雇用率の算定対象は週 20 時間以上の就労できる障がい者となっていることから

20 時間未満の求人情報はほとんどなく、企業の雇用ニーズもないことから、働く意欲は

あるものの、障がいや通院などの様々な理由で週 20 時間以上の就労が難しい障がい者は

就労を諦めざるを得ない状況にあります。 

  しかし、令和４年４月に厚生労働省が精神障害者と重度の身体・知的障害者を対象と

して、週 10 時間以上 20 時間未満で働く短時間勤務の障害者を雇用率算定の対象に含め

る案を労働政策審議会で示したことから、今後県内の中小企業で短時間雇用による障が

い者雇用のニーズが見込まれます。 

このため、県内で先駆的に短時間雇用の普及に取り組み、企業の取組支援を行ってい

る団体に委託し、短時間雇用に取り組む企業の取組支援や県内事例の紹介を行うことを

目的とします。 

 

３ 委託業務の概要 

(1) 短時間雇用に取り組む企業支援 

障がい者の短時間雇用（週 20 時間に満たない勤務形態）に関心を持つ県内企業を

募集のうえ、障がい者の短時間雇用業務の切り出しなどの企業支援を行い、雇用に

つなげる。 

(2) ワーキング会議の開催 

 行政、企業関係者、就労支援事業所や病院等の支援機関の担当者が参加したワー

キング会議を開催し、短時間雇用促進の取組等について取りまとめる。 

(3) 成果報告会の開催 

県内企業等に障がい者の短時間雇用の取組を広く周知するため、成果報告会を開催

する。 

 

４ 契約期間 

契約の日から令和５年３月 24 日（金）まで 

 

５ 委託内容 

(1) 短時間雇用に取り組む企業支援 

受託者は、県内で先駆的に短時間雇用に取り組む企業事例を増やすため、短時間雇用

に関心を持つ企業に次の支援を行い、雇用につながった事例を３つ以上収集すること。 

ア 短時間雇用業務の切り出し 

イ アの業務に適した障がい者人材の募集支援 

ウ 障がい者の受入に向けた社内体制の構築・障がい者団体との連携等に関するアド

バイス 

エ 短時間雇用につながった企業と就労支援事業所のフォローアップ 



(2) ワーキング会議の開催 

受託者は、先駆的な取組を進める中で課題となっているテーマを選定したうえで、

テーマに関係のある行政、企業関係者、就労支援事業所や病院等の支援機関から参加

者を集めた会議を運営し、検討結果を報告書としてまとめること。 

なお、会議の参加者等については、委託者と協議の上、決定するものとする。 

 ア 会  場：県内の交通便利地を設定すること 

 イ 開催回数：３回以上 

ウ 目標参加者数：延べ 20 人以上 

エ テーマ例：「事前準備」、「取組事例」、「活用できる支援制度」等 

 オ そ の 他：適宜、短時間雇用について理解を深めるため、ワーキング会議参  

加者で短時間雇用の実績のある企業見学等を実施すること 

(3) 成果報告会の開催 

受託者は、本事業の成果を報告する成果報告会を開催し、上記(1)及び(2)の事例や

検討内容をふまえて作成した配布資料を活用して、短時間雇用について県民や企業へ

の周知活動を行うこと。 

なお、会場や配布資料等の内容については、委託者と協議の上、決定するものとする。 

 ア 会  場：100 人以上の会場で、かつ県内の交通便利地を設定すること 

イ 開催回数：１回以上 

ウ 目標参加者数：延べ 60 人以上 

エ 目標理解度：参加者アンケートを実施し、短時間雇用の理解度に関する設問の 

回答（「よく理解できた」「理解できた」「あまり理解できなかっ  

た」「理解できなかった」）のうち、「よく理解できた」「理解でき 

た」と回答した参加者が 60％以上となることを目標とする。 

 オ 配布資料：短時間雇用事例、支援方法等を記載した資料 

・仕様 

(ア)部数 1,000 部 

(イ)枚数 １枚以上 

(ウ)用紙 上質コート紙 Ａ版 70.5ｋｇ 

(エ)印刷 四色カラー、両面、Ａ３版２つ折り 

(オ)内容 企業が障がい者の短時間雇用を行う際に活用できる「事

前準備」「取組事例」「活用できる支援制度」などについ

て記載すること。 

(4) その他 

本事業を実施するにあたっては、県内企業の短時間雇用の取組を促進させるよう工

夫した提案を積極的に行うこと。 

 

６ 成果物 

この委託業務の成果品は、次に掲げるものとし、紙媒体（原則Ａ４版・両面・左綴じ。

Ａ３版の場合はＡ４版に折りたたむこと。）で１部、また紙媒体で提出するものすべてを

電子ファイル（原則 Microsoft 社 Office 形式又は PDF）としてＣＤ-Ｒ等の記憶媒体によ

り納品すること。なお、各電子ファイルはパスワードを付与すること。 

なお、成果品に関する権利等は、三重県に帰属するものとする。 

ア 委託業務完了報告書 

イ 事業進捗報告書 

ウ ワーキング会議報告書 

エ 成果報告会実施報告書 



 

７ 成果物提出期限 

(1) 提出期限 

ア 事業進捗報告書 

８月 10 日（水） ７月分 

９月 12 日（月）  ８月分 

10 月 11 日（月） ９月分 

11 月 10 日（木） 10 月分 

12 月 12 日（月） 11 月分 

１月 10 日（月） 12 月分 

２月 10 日（金） １月分 

３月 10 日（金） ２月分 

３月 24 日（金） ３月分 

 イ ワーキング会議報告書 

会議開催後、２カ月以内（ただし、１月以降に開催する場合は３月24日（金）までに 

提出すること。 

ウ 委託業務完了報告書、成果報告会実施報告書 

   ３月 24 日（金） 

 

８ 委託料の支払い 

契約書の条項に定めるとおり。 

なお、本事業を実施するにあたり、県が必要であると認める場合は、受託者は前金払

いを請求することができる。 

 

９ 業務実施上の条件 

(1) 県は、必要に応じ、受託先を訪問し状況確認を行うとともに、実地及び書面による検

査を実施することができるものとする。 

(2) 受託者は、この契約に違反する事態が生じ、または生じるおそれのあることを知った

ときは速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うこと。 

(3) 本業務により発生した成果物の所有権は、引き渡しが完了したときに三重県に移転す

るものとし、著作物の著作権（著作権法第 21 条から第 28 条までに規定する権利で、第

27 条及び第 28 条に定める権利を含む。）及び著作物の翻案等により発生した二次的著

作権は、委託料の支払いが完了したときをもって三重県に譲渡されるものとする。 

また、受託者は著作権を譲渡した著作物に関して、著作人格権を行使しないものと

する。 

(4) 業務の遂行において疑義が生じた場合は、その都度委託者と協議し、その指示に従う

こと。 

(5) この契約に係る会計関係書類は、委託事業が完了した日の属する会計年度の終了後５

年間の保存が必要である。 

(6) 新型コロナウイルス感染拡大の影響により委託業務の内容に変更が生じるときは、県

と協議するものとする。また委託料を減額する場合があることに留意すること。 

 

10 不当介入に係る通報等の義務及び義務を怠った場合の措置 

(1) 受託者は、業務の履行にあたって暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等（以下

「暴力団等」という。）による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとしま

す。 



ア 断固として不当介入を拒否すること。 

イ 警察に通報するとともに、捜査上必要な協力をすること。 

ウ 県に報告すること。 

エ 契約の履行において、暴力団等により業務に遅れが生じる等の被害が生じるおそ

れがある場合、県と協議を行うこと。 

(2) 県は、受託者が(1)イ又はウの義務を怠ったときは、「三重県の締結する物件関係契

約からの暴力団等排除措置要綱」第７条の規定により「三重県物件関係落札資格停止要

綱」に基づく落札資格停止等の措置を講じます。 

 

11 その他 

(1) 受託業務が完了後、履行期限までに業務完了報告書を提出し、三重県の検査を受ける

こと。 

(2) 本業務にかかる三重県と受託者との打ち合わせは必要に応じ県庁内で実施し、電話や

メールによる打ち合わせは随時行うものとする。 

(3) この仕様書に記載のない事項については、三重県と受託者で協議のうえ決定するもの

とする。



別記 

「個人情報の取扱いに関する特記事項」 

 

注） 「甲」は実施機関を、「乙」は受託者をいう。 

 

（基本的事項） 

第１条 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たって

は、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適切に取り扱わなければな

らない。 

  また乙は、個人番号を含む個人情報取扱事務を実施する場合には、「行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成25年法律第27号。以

下「番号法」という。）等関係法令を遵守すること。 

（秘密の保持） 

第２条 乙は、この契約による事務に関して知ることができた個人情報を甲の承諾なしに

他人に知らせてはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とす

る。 

（責任体制の整備） 

第３条 乙は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制

を維持しなければならない。 

（責任者等の報告） 

第４条 乙は、この契約による個人情報の取扱いの責任者（以下「個人情報保護責任者」

という。）及び業務に従事する者（以下「作業従事者」という。）を定め、書面により

甲に報告しなければならない。 

２ 乙は、前項の個人情報保護責任者及び作業従事者を変更する場合は、あらかじめ甲に

報告しなければならない。 

（作業場所等の特定） 

第５条 乙は、個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）とその移送方法を

定め、業務の着手前に書面により甲に報告しなければならない。 

２ 乙は、作業場所及び移送方法を変更する場合は、事前に書面により甲に報告しなけれ

ばならない。 

３ 乙は、甲の事務所内に作業場所を設置する場合は、個人情報保護責任者及び作業従事

者に対して、身分証明書を常時携帯させ、名札等を着用させて業務に従事させなければ

ならない。 

（収集の制限） 

第６条 乙は、この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは、事務の

目的を明確にするとともに、事務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公

正な手段により行わなければならない。 

２ 乙は、この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは、甲が指示し

た場合を除き、本人から収集しなければならない。 

（利用及び提供の制限） 

第７条 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外の目的の

ために利用し、又は第三者に提供してはならない。 

（教育の実施） 

第８条 乙は、この契約による事務に従事している者に対して、在職中及び退職後におい

て、その事務に関して知ることができた個人情報を他に漏らしてはならないこと、契約

の目的以外の目的に使用してはならないこと及び三重県個人情報保護条例（以下「条例」



という。）第13条、条例及び番号法に定める罰則規定並びに本特記事項において従事者

が遵守すべき事項、その他この契約による業務の適切な履行に必要な事項について、教

育及び研修をしなければならない。 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第９条 乙は、この契約による事務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者

に行わせる場合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させなけれ

ばならない。 

２ 乙は、甲に対して、正社員以外の労働者による個人情報の処理に関する結果について

責任を負うものとする。 

（再委託の禁止） 

第10条 乙は、この契約による事務を行うための個人情報の処理は、自ら行うものとし、

甲が承諾した場合を除き、第三者にその処理を委託してはならない。 

  また、甲の承諾を得て乙が再委託する場合には、乙は、本条第２項から第６項の措置

を講ずるものとし、再々委託を行う場合以降も同様とする。 

２ 乙は、個人情報の処理を再委託する場合又は再委託の内容を変更する場合は、あらか

じめ次の各号に規定する項目を記載した書面を甲に提出して前項の承諾を得なければな

らない。 

一 再委託する業務の内容 

二 再委託先 

三 再委託の期間 

四 再委託が必要な理由 

五 再委託先に求める個人情報保護措置の内容 

六 前号の個人情報保護措置の内容を遵守し、個人情報を適切に取り扱うという再委託

先の誓約 

七 再委託先の監督方法 

八 その他甲が必要と認める事項 

３ 乙は、再委託を行ったときは遅滞なく再委託先における次の事項を記載した書面を甲

に提出しなければならない。 

 一 再委託先 

 二 再委託する業務の内容 

 三 再委託の期間 

 四 再委託先の責任体制等 

 五 再委託先の個人情報の保護に関する事項の内容及び監督方法 

 六 その他甲が必要と認める事項 

４ 乙は、前項の内容を変更する場合は、事前に書面により甲に報告しなければならない。 

５ 乙は、再委託を行った場合、再委託先にこの契約に基づく一切の義務を遵守させると

ともに、乙と再委託先との契約内容にかかわらず、甲に対して、再委託先による個人情

報の処理及びその結果について責任を負うものとする。 

６ 乙は、再委託を行った場合、その履行状況を管理・監督するとともに、甲の求めに応

じて、管理・監督の状況を甲に対して適宜報告しなければならない。 

（個人情報の適正管理） 

第11条 乙は、この契約による事務を行うために利用する個人情報を保持している間は、

次の各号の定めるところにより、個人情報の管理を行わなければならない。 

 一 施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理可能な保管室で厳重に個人情報を

保管すること。 

 二 甲が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められた場所から持ち出さ



ないこと。 

 三 個人情報を電子データで持ち出す場合は、電子データの暗号化処理又はこれと同等

以上の保護措置を施すこと。 

 四 甲から引き渡された個人情報を甲の指示又は承諾を得ることなく複製又は複写しな

いこと。 

 五 個人情報を電子データで保管する場合、当該データが記録された媒体及びそのバッ

クアップの保管状況並びに記録されたデータの正確性について、定期的に点検するこ

と。 

 六 個人情報を管理するための台帳を整備し、責任者、保管場所その他の個人情報の取

扱いの状況を当該台帳に記録すること。 

 七 作業場所に、私用パソコン、私用外部記録媒体その他私用物を持ち込んで、個人情

報を扱う作業を行わせないこと。 

 八 個人情報を利用する作業を行うパソコンに、個人情報の漏えいにつながると考えら

れる業務に関係のないアプリケーションをインストールしないこと。 

（受渡し） 

第12条 乙は、この契約において利用する個人情報の受渡しに関しては、甲が指定した手

段、日時及び場所で行うものとし、個人情報の引渡しを受けた場合は、甲に受領書を提

出しなければならない。 

（個人情報の返還、廃棄又は消去） 

第13条 乙は、この契約による事務を処理するために甲から引き渡され、又は自らが収集

し、若しくは作成した個人情報について、事務完了後、甲の指示に基づいて個人情報を

返還、廃棄又は消去しなければならない。 

２ 乙は、第１項の個人情報を廃棄する場合、記録媒体を物理的に破壊する等当該個人情

報が判読、復元できないように確実な方法で廃棄しなければならない。 

３ 乙は、パソコン等に記録された第１項の個人情報を消去する場合、データ消去用ソフ

トウェアを使用し、通常の方法では当該個人情報が判読、復元できないように確実に消

去しなければならない。 

４ 乙は、個人情報を廃棄又は消去したときは、廃棄又は消去を行った日、責任者名及び

廃棄又は消去の内容を記録し、書面により甲に報告しなければならない。 

５ 乙は、廃棄又は消去に際し、甲から立会いを求められた場合は、これに応じなければ

ならない。 

（点検の実施） 

第14条 乙は、甲から個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場合は、個人情

報の取扱いに関する点検を実施し、直ちに甲に報告しなければならない。 

（検査及び立入調査） 

第15条 甲は、本委託業務に係る個人情報の取扱いについて、本特記事項に基づき必要な

措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、乙及び再委託先等に対して検査

を行うことができる。 

２ 甲は、前項の目的を達するため、作業場所を立入調査することができるものとし、乙

に対して必要な情報を求め、又はこの契約による事務の執行に関して必要な指示をする

ことができる。 

（事故発生時の対応） 

第16条 乙は、この契約による事務の処理に関して個人情報の漏えい等の事故が発生した

場合は、その事故の発生に係る帰責の有無に関わらず、直ちに甲に対して、当該事故に

関わる個人情報の内容、件数、事故の発生場所、発生状況を書面により報告し、甲の指

示に従わなければならない。 



２ 乙は、甲と協議のうえ、二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、可能な

限り当該漏えい等に係る事実関係、発生原因及び再発防止策の公表に努めなければなら

ない。 

（契約の解除） 

第17条 甲は、乙が本特記事項に定める義務を履行しない場合は、この契約による業務の

全部又は一部を解除することができる。 

２ 乙は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、甲に対して、

その損害の賠償を請求することはできないものとする。 

（損害賠償） 

第18条 乙の故意又は過失を問わず、乙が本特記事項の内容に違反し、又は怠ったことに

より、甲に対する損害を発生させた場合は、乙は、甲に対して、その損害を賠償しなけ

ればならない。 

 


